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要       旨 

 

１ 作成の背景 

応用物理は、産業と学術、理学と工学など、様々な面での結節点に位置する学問領域で

ある。基礎物理を新産業に積極的に繋げ、応用先を見出すまでを目標にして研究開発に取

り組み、新たな物と価値を創出する分野であり、産業の発展と密接に関連する。しかし近

年、世界各国あるいは各地域と比較して、日本の科学技術や産業の進展には、停滞もしく

は地盤沈下の傾向があることが強く懸念されている。その背景では多くの大学・研究機関

における実研究時間の減少という、危機的状況が進んでいる。本分科会では、いち早くこ

れらの危機を正面から見据え、学術の立場から応用物理の視点で解決の糸口を探るべく前

期から議論を重ねてきた。そして、日本の停滞を打破し科学と産業を復興させるために、

より良い未来社会構築のために、今なすべきことを提言としてまとめ、今期発出するもの

である。 

 

２ 現状及び問題点 

特にわが国の研究環境の問題として、近年深刻さを増しているのが、あまり規模の大き

くない国公私立大学の疲弊と、研究時間の確保に打撃を与えたと考えられる競争的資金へ

の過度の依存である。重点化配分にかかるコストは運営側事務コストだけではなく、応募

する研究者の資料作成に関わる時間的コスト、評価に関わるハイレベルな研究者を稼働す

る時間的コスト、などが幾重にも重なって研究者の総体的な時間を低減させる。この影響

は規模の大きくない大学にとり、より重くかかってくることになる。本分科会の中心とな

る応用物理関連分野は、大学、産業ともに規模の大小や地域性によらず多岐にわたり、社

会に貢献する潜在力を持つ。小規模であっても先鋭的な技術をもつ大学、企業をも含めて

多様な研究人材を支援し、その力を引き出す仕組みが求められる。 

これら背景のもと、わが国の研究力の低下に歯止めをかけ、新産業の創出を促すための

研究環境向上と社会基盤強化に向けて、次の３項目を提言する。 

 

３ 提言等の内容 

提言１ 本来生まれるべき成果を創出するために評価にかかる時間的コストを低減すべき

である。 

公的資金の配分においては、極端な選択と集中をやめて均等配分の割合を増やすこと

が重要である。これにより重点化配分のためにかかる事務コストを削減することができ

る。すなわち運営側事務コストのみならず、競争的資金獲得のための研究者の応募資料

作成などの稼働を減らし、実質的な研究に充てることができ、さらなる研究成果が期待

できる。また、案件選考にかかる査読・評価など審査側の稼働を極力減らすことで、そ

の稼働にかかる人件費と研究能力の高い人材が評価にかけていた時間を研究開発に向

けることができる。均等配分部分、すなわち運営費交付金などの基盤的研究経費を増や

すことで、配分のためのコストを削減し、その分を実際の研究費にまわすことで、研究
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力の強化につなげられる。 

重点化配分のための競争的資金の運営管理についても、極力簡略化することが有効で

ある。すなわち採択後の中間・最終・事後など複数のタイミングで行われる報告を例え

ば最終報告などの１回に絞れば評価のために費やす報告書作成稼働、事務処理稼働、調

整稼働などを減らし、その時間と労力を実質的な研究に充てることができる。国がこれ

らの施策を行うことで、より実りの多い研究成果が期待できる。 

 

提言２ 新産業創出に向けて多様な研究人材の支援が必要である。 

既存の枠組みにとらわれず、学術の分野から新たな産業を創出するためには、これま

で必ずしも研究資金が潤沢でなかった大学に、国と企業が協同して研究資金を注入する

べきである。研究者として高度な教育を受けた人材は、科学技術に立脚したベンチャー

を起業し、ひいては新たな産業を創出できる可能性をもつ人材である。そのためにも、

地域社会と結びついた地方大学や、個性的な教育研究を行える人材を有する私立大学に

おいて、多様な研究人材を支援することで大学発ベンチャーが推進されることが期待さ

れる。産業の芽を育てる、イノベーション人材を育てるという観点から、個々の額は大

きなものである必要はなく、より広く行き渡らせる施策が重要である。 

これら研究費が有効に活用されるためには、多様な大学において大学教員自身も多様

性が担保されていることが重要である。このため、応用物理を含む理工系分野の女性教

員や外国人教員比率向上などが必要である。さらに人材を育成、輩出し続けていくため

には、減少を続ける博士課程学生に対する欧米並みの生計維持可能な経済的支援は急務

であり、大学からの企業に対する働きかけとともに、国からの積極的支援が必要である。 

 

提言３ 産学連携における人材交流を促進し、地域との連携によるイノベーションエコシ

ステムを構築することが重要である。 

国際競争力を有しイノベーションで発展を遂げるには、各地域において経済力と技術

力を増強させる必要があり、人材活躍の場を広げ起業やその進展につなげる環境整備が

重要となる。先端技術を基盤とする知識の集約と新規な取り組みを求める様々な産業と

の交流を円滑に進めるためには、地域を主体とし大学や研究機関を核とする連携が望ま

しい。大学教員も新たな環境に触れることで再教育の場を得るべきである。大学の多様

な知の営みを活用した産学連携を強化するためには、単発の施策の組み合わせにとどま

らず、大学や企業の規模、地域性、人材の年齢や交流の目的や期間などの多様性に対応

しつつ、継続的に人材交流を支援するプラットフォームの構築が必要である。 

カウンターパートとして大企業だけでなく研究開発マインドを持った中小企業に多

くの参画を望み、新たな産業の創出を図るべく各地域に適したシステムの実現を期待す

る。ここで、それぞれの地域における「知識の集約」と「人的交流」を図り産業を創出

し国際競争力を持たせるために国と自治体が協同して、地域の中小企業の連合体と大学

や研究機関の連携によるイノベーションエコシステム構築のための施策を推進するこ

とが重要である。 
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１ はじめに 
21世紀を取り巻く社会状況は、科学技術の高度な発展が安全・安心でインクルーシブな

社会の実現に貢献することが期待される一方、高齢化や温暖化、また国際紛争など人間の

尊厳や地球存続に直接的に関わる多くの課題を抱えている。人類がこれらの課題を乗り越

え、安全・安心で持続的に発展可能な未来社会を作り出すためには、科学技術の基盤をな

す中核的学問分野における継続的な推進が必要であり、社会的課題を中長期的に見据えた

学問の発展が求められている。科学技術の基盤的な学問分野は、物理学や化学など科学技

術の礎である理学と、工学から成る。応用物理はこの二つの学域のちょうど中間に位置し、

このことから社会的課題解決へ向けた科学技術の実現において極めて重要な役割を担って

いると考えられている。総合工学委員会から23期に発出された提言「社会的課題に立ち向

かう『総合工学』の強化推進」[1]においても、「基盤ディシプリン拡散型」の中心的な学

術分野として応用物理が位置づけられている。 

応用物理には、産業と学術、理学と工学など、様々な面での結節点に位置するという分

野的な特徴がある。21世紀には例えば高度情報化にみられる加速的な変化が起こる中、社

会基盤となる科学技術の本質を理解した課題解決が望まれ、応用物理における理解や素養

を必要とする社会的要請は多様化している。応用物理が担う社会への責務の中でも、環境

整備と人材輩出は中心的課題であり、未来の産業創出と運用の両面に取り組んでいくこと

が重要である。また応用物理関連分野は、大学、産業ともに規模の大小や地域性によらず

多岐にわたる。小規模であっても先鋭的な技術をもつ大学、企業における多様な研究人材

は応用物理の根幹をなすものであり、そのポテンシャルを引き出す仕組みも求められる。 

しかし、応用物理のみならず日本の科学と産業を取り巻く現状は、23期より本分科会に

おいても議論している論文数の停滞にみられる日本の研究力低下、さらにその背景にある

多くの大学・研究機関における実研究時間の減少[2]という、危機的状況が進んでいる。同

様の認識は今期、科学者委員会学術体制分科会より発出された提言[3]においても再三指摘

されているところである。 

特にわが国の研究環境の問題として、近年深刻さを増しているのが、あまり規模の大き

くない国公私立大学の疲弊と、研究時間の確保に打撃を与えたと多くの人が考える競争的

資金への過度の依存である。現在、日本の社会の中で研究人材として担保されている研究

者の数が目立って減少しているわけではないにも関わらず、このような客観的な指標によ

る研究力の低下が指摘されていることは、研究に費やす時間が減少したことが直接的な原

因の一つと考えられる。すなわち研究時間を確保することができれば、これら多様な人材

から本来発出されるはずの成果が、縮小している現状が伺える。また競争的資金の現在の

運用上、成果の可視化が求められることから短期的成果を目指さざるを得ず、研究の本来

の動機である真理探究や長期的視点にたった骨太の研究への取り組みを阻害している傾向

も否めない。これらの帰結として、新たな産業創成につながる画期的な技術発想の学術か

ら産業へのアウトプットが減り、同時期に新技術創出が遅れ産業構造の変革についていけ

ず体力を落としつつある産業が増え、学と産ともに負のスパイラルに入っていることも産

業の衰退につながっていると考えられる。実際、昨今のノーベル賞受賞として取り上げら
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れる日本発の学術成果では、過去の研究によるものが多く、このままでは早晩、日本から

ノーベル賞は出なくなることも危惧されている。 

さらに研究時間の減少はそのまま、研究者が研究の展開に資する新たな環境に触れる時

間の減少をも意味し、イノベーションを産む機会を低減させる。このスパイラルを抜け出

し未来の産業創出を促すためには、例えば、地域との連携によるイノベーションエコシス

テムの推進も一つの重要な観点である。そこでは、地域の産と学が出会い、磨きあうこと

による人材育成、社会との繋がりから、新産業の創出とそれを担う人材の輩出が起こる。

さらに評価に時間的コストをかけすぎないことが、機動性確保に重要となろう。 

今期、未来社会と応用物理分科会では、これら背景のもと、わが国の研究力の低下に歯

止めをかけ、新産業の創出を促すための研究環境改善と社会基盤の強化に向けた議論を行

った。そして、これらの取り組みを未来の産業創出に繋げるために、次の大項目で括られ

る３つの提言をとりまとめた。 

１ 本来生まれるべき成果を創出する環境づくり、特に評価にかかる時間的コストを低

減する必要性 

２ 新産業創出に向けた多様な研究人材支援の必要性 

３ 産学連携における人材交流の促進と、地域との連携によるイノベーションエコシス

テム構築の重要性 

以下、第２章では日本の科学と産業を取り巻く現状と課題について述べ、第３章では応

用物理分野における産学連携の国内外のこれまでの事例を紹介し、第４章では提言に至る

応用物理からの新産業創出に向けた提案を説明し、第５章で提言を行った。 

今回の提言は応用物理に関係する分野を事例として議論を行っているが、わが国の科

学・技術が直面する課題に対する普遍性を内包するものであり、学術全分野に展開するこ

とが望ましい内容である。 
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２ 日本の科学と産業を取り巻く現状 

(1) 日本の科学と産業の停滞 

応用物理は、基礎物理を新産業に積極的に繋げ、応用先を見出すまでを目標にして研

究開発に取り組み、新たな物と価値を創出する分野であり、産業の発展と密接に関連す

る。近年、世界各国あるいは各地域と比較して、日本の科学技術や産業の進展に停滞も

しくは地盤沈下の傾向があることが強く懸念されている。このことは、応用物理をフィ

ールドとする本分科会において、喫緊の課題であることから、本分科会では第 23期に、

この状況について調査を行い、客観的データ[2,4]を基に詳しく解析した。問題の本質

を探り課題を明らかにすべく３回のシンポジウム[5]を実施し、「科学と産業の凋落と

再興：応用物理と未来社会」については、特に大学の研究力の低下や産業の停滞の状況

を明らかにし、「いま問われる研究業績評価」では、近年深刻な問題と認識されてきた

研究評価について、その功罪を明らかにした。また「日本の科学と産業の停滞と復興」

に関して、学術や産業が地盤沈下している状況を正面から見据え、応用物理の立場から

再興への道筋を見出すべく議論し、産業の未来に向けて、限界を作らない自由な発想と

若者の挑戦を後押しする環境が重要であることや新産業を創出していくために必要な

ことを明らかにした。分科会での討議とシンポジウムでの外部を交えた議論を通じて、

わが国の科学と産業の停滞という課題とその要因が明確になってきた。新しいサイエン

スを生み出すには研究の自主性が鍵であり、それを育てあげ産業に繋げるシステムが必

要である。日本の産業の停滞を打破し、将来の日本そして世界の発展のためには、それ

を担うアントレプレナー精神を持ち合わせた応用物理研究者の育成が求められる。 

 

(2) 国公私立大学における教育研究環境の現状 

大学は、若者が知の基盤を学び、社会で高度な役割を担う力を育むために誕生した。

この使命は今も変ることはない[6]。1940 年（昭和 15 年）の旧制高校（32 校）の在籍

者数は、２万５千人、各学年は約８千人であった。近年の大学生総数は 250万人で、各

学年約 60 万人である。同年者の５割が学卒資格を得るようになった。内訳は、国公立

大生 23％（同年代における人口比 11％）、私立大生 77％（38％）で、国公立大学で教

育を受ける人口比は 11％に過ぎない。なおドイツでは大学の 95%が国公立で、国公立大

生は原則全員無償で教育を受けている。米国でさえ国公立比率は 60%程度である。日本

は特異的に私立大学が多いと言える。また運営費交付金及び私学助成金から見た国の支

援は平均で国立大生に約 200 万円/年、私立大生に約 17 万円/年となる。このような環

境の違いはあるが、最も重要なことは、国公私立大学が日本のみならず人類さらには地

球生態系を守り、人材を育てる責務を共有することである。大学とは「人材育成」と「自

らの学び」の場と時間を与える公共財であって、「研究と創造」を通じ、その重要性、

方法論、魅力を体得させる場である。 

今の世界を見渡すと、技術革新や国際化の進展などで世界は激変している。予測不能

な次代を担う若者に提供すべき教育とは何であるか、世界中の大学は、この問への回答

を模索している。陳腐化する個別事項の学びより、諸事象を少数の基礎概念の帰結とし
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て捉える思考力と多様な要素を結合し、人や社会が求めるものを創り出す力の育成がよ

り重要となっている。わが国においても、このような変化に対応した教育研究力の向上

が喫緊の課題といえる。 

この変革と不透明な時代に求められる大学の役割の一つは、「知の基盤構築」のため

の基礎・教養教育、どの専門分野にも共通な基礎 -リベラルアーツ-と、自然科学（STEM
※）、人文・社会科学の基礎の教育である。これは GAFAなどの成功の基盤が文理の一体

化の知性と解釈されていることからもわかる。加えて、時代に先んじた専門教育として

深さと幅広さの調和（学際教育）が必要である。「すべての分野」について、たとえ素

人レベルでもいいから常識的なことをある程度まで知っておいたうえで、「ある特定の

分野」については、専門家として深掘りしてすべてを熟知すべく努力することが重要で

ある。 

大学の第二の使命は、研究による学術・社会・産業への貢献である。わが国では、長

岡半太郎や赤崎勇ら大学教員が、純粋科学と応用の両面で大きく貢献してきたが、近年、

財政逼迫に伴う国立大学への運営交付金の減額に加え、先端技術分野で健闘してきた日

本の産業の構造変化などもあり、大学での研究体制が難しい転換点にはいってきた。特

に、大学法人化以降に増大した管理業務の負担により大学教員の実研究時間の総和は減

少し続けている[2]。  

これら制度変更の余波はその運営が学生納付金により成り立っている私立大学にも

及んでいることは注意しなければならない。私立大学への経常費補助金はこの 10 年間

で約 5％が削減された[7]。さらに競争的資金の使用に関する報告・評価は予算規模の大

小にかかわらず一律に義務づけられたため、比較的小規模の補助金を受けている私立大

学でもその対応のための事務量が膨大になり、教員の教育研究にあてがう時間と経費の

減少に繋がっていることは否定できない。日本の研究力低下を示す原著論文発出総数の

減少は、地方の中規模大学からの発出の減少によるものであることが指摘されている

[8]。このことは地方大学における研究環境の劣悪化が大きな要因であると推察される。 

研究には、研究費が必須であるが、優れた研究者と闊達な研究環境、研究に資する時

間の確保がそれ以上に重要であろう。私立大学では約 8万人の教員が約 200 万人の学生

を育てながら研究も進めており、北里大学の大村智による医薬開発や桐蔭横浜大学の宮

坂力による新型太陽電池開発など世界的成果も達成している。厳しい環境のために研究

がしにくい立場にある多数の教員が、研究大学、国立研究所、企業や地域と連携により

研究に取り組み、秀逸な成果を挙げることのできる環境構築が何よりも重要である。 

教育、研究の場である大学におけるダイバシティの問題にも触れておかねばならない。

いわゆる STEM 分野に着目すると、理学、工学、農学分野を学ぶ理系学生は、全大学生

の 21%であり、このうち国公立大学と私立大学で教育を受ける学生の割合はそれぞれ 40%

と 60%となる。つまり理系分野でも、半数以上の学生は私立大学で大学教育を受けてい

る。また理系における女子学生の割合は、近年増加傾向にあり、国公私立全体として 20%

程度である。問題はこれら分野における女性教授比率は 5%程度と極めて低いことで、私

立大学も例外ではない。それどころか、私立大学においては大学全体の女性教員比率が
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国公立大学に比べて高いため、この問題は気づかれにくい状況にある[9]。この現状は

女子学生にとってロールモデルが少ない問題だけでなく、ともに学ぶ男子学生にとって

もバランスのよい教育研究環境となっていないことに留意する必要がある。 

 

(3) 競争的資金と評価における課題 

2004年の国立大学法人化を境に、文部科学省の運営費交付金は毎年約１％ずつの削減

が続き、2004(平成 16年)度の 12415億円と 2018(平成 30)年度の 10971億円を比較する

と約 12％の減少となっている[7]。各大学は付属病院セクターを除く運営費交付金に比

して６割程度を学生納付金（授業料、入学金、検定料等）によって賄っており、実質的

には 7.5％程度の削減に相当するが、この費用には人件費が含まれている。各大学が公

表している財務諸表によれば、法人化前の財務が反映されていた平成 16 年度、大学予

算の中で人件費が占める割合は付属病院を有する大学で 50％程度、付属病院を有しない

大学でも 60％程度であった。上記削減は研究教育に関する基盤的経費が 15％～18％削

減されたことに相当している。法人化による大きな変化は法人管理のための役員(理事）

と事務職員の配置が必要となったことで、教員人件費削減の努力もむなしく各大学の人

件費総額は増加した。さらに、独立法人化により、労働環境安全管理、契約業務等の経

費もかさ上げされた。大学運営の基本である教育実施のための経費は削減できず、結果

的に上記の予算削減等のしわ寄せは教員に配分されるべき研究費の大幅な削減となっ

て現れることとなった。法人化の進捗に伴って運営費交付金はその一部が傾斜配分に回

されたため、この状況は一層厳しくなった。 

この法人化と同時並行で進められたのが、「研究予算の選択と集中」という施策であ

った。学術の進展とは整合の取れない「経済効果」を謳うものであるが、国の財政基盤

の脆弱化と社会が大学に期待するものの変化に応える施策でもあり、ある意味やむを得

ない手法であったとも受け取れる。この間、各大学は文部科学省の予算だけに頼ること

無く、他省庁の研究費や民間企業との共同研究等を積極的に進め外部資金獲得に努めた

ため、各大学の総予算である経常収益は法人化後も徐々にではあるが増加している

[7,10]。この経常収益増加があるため研究力弱体化の要因が見えにくくなっている[11]。

現状の制度は、大学における研究(特に理工系)では、先端産業を支える、すなわち経済

発展に寄与するものが重視され(＝重点分野)、その兆しが顕わに見えない基礎的研究に

は予算があまり配分されない事態を招いた。大学間の格差、また大学内でも研究内容、

研究ステージによる格差が発生していることは否めない。さらに初期から進められてい

た運営費交付金の一部を評価により傾斜配分する制度が 2019(令和元)年度は 10％にま

で引き上げられ、大学間格差は今後ますます拡大傾向にある[12]。大学院重点化により

大学院生が増加し、元より各教員には研究予算の増額が必要になっていたが、法人化後

の上記配分予算の削減と配分方法の改変はこれに逆行し、将来のイノベーションを担う

べき基礎的研究分野においては基盤的研究費が配分されないという状況に陥っており、

学術の醸成という観点に立てば大学はまさに構造的な危機に直面していると言える。先

に述べた大学からの原著論文発出の減少すなわち研究力の減退はこのことの端的な顕
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れと思われる。 

この結果、文科省が「選択と集中」の名の下に、運営費交付金を削って提供する公的

な競争的資金の運営においては、様々な歪みが生じているのが現状である。 

第一に挙げられるのは、単純に均等割することに比べて、重点化配分するために要す

る事務コストが余計にかかることである。具体的に言えば、競争的資金の制度設計（企

画立案）などにかかる運営側事務コスト、そして重点化すべき分野を選択するために必

要な目利きのための人材リソース、加えて、競争的資金に応募する側の研究者の応募資

料作成などの稼働とそれに関わる事務コストである。案件の選考においては、国の研究

プロジェクトを選定するだけの知識と能力を有するハイレベルな研究能力を有する人

材による提案の査読・評価に多大な稼働を必要とする。これは、この稼働にかかる直接

の人件費と、その人材から自身の研究のための時間を奪うという意味で二重のコストが

かかるということである。すなわち、評価にかかる人件費を別の直接の研究費に充てて

いたら生まれたであろう研究成果と、評価に稼働を割かれた人材がその時間を研究に充

てていたら生まれたであろう研究成果の両方が失われたということになる。何故このよ

うな無駄なことをするのであろうか。この無駄を避けるために我々はどうすべきか、に

ついては、後の章で論ずる。 

第二に、採択後の運営管理（監督・指導・評価）のためのコストがかかり過ぎている

ことを指摘したい。現状の競争的資金の運営においては、運営側の事務コストに加えて、

研究の評価に対して、評価する側にもされる側にも膨大なコストがかかっている。すな

わち、採択されて研究予算を執行、研究を推進する段階においても、予算執行に関する

煩雑なルールに対応するための事務コスト、予算の管理コストがかかるのは言うまでも

なく、プロジェクト管理のための資料作成にも多くの稼働を要する。通常プログラムを

管理する PO は、プロジェクトの進行状況を把握し、中間・最終・事後など様々なタイ

ミングでプロジェクトの評価を行う。これらの評価のために研究者は、何度も報告書を

作成し、提出する。そのたびに資料作成の稼働のみならず、関係組織との確認手続きや

運営側との度重なる確認手続きに稼働を割かれる。この稼働にかかる人件費は、純粋な

研究推進のためには本来必要でない、明らかに現システムが生み出した新たな費用であ

る。しかし評価にかかるコストは、これに留まらない。例えば最終評価においては、報

告審査会が開かれ、大学として採択されているような（比較的大型の）プロジェクトで

あれば、関係大学の理事、副学長クラスの人材が何人も集められて報告会を行う。この

審査会議そのものにかかる（研究者の）コストは多大なものであり、その人材が生み出

すことを期待された研究成果の代償と考えると、報告プレゼン資料作成のための稼働を

も超える研究稼働の損失と考えられる。 

まとめて言えば、本来、国民の税金をより効果的に使うことを目的に、運営費交付金

を削って競争的資金に割り当て、より大きな成果を生み出そうとして行ったはずの施策

が、その管理運営のためのコスト故、削った交付金の全てを研究に充てることが出来ず、

かえってわが国の研究力の弱体化をもたらしてしまっているというのが現状である。 
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３ 応用物理における産学連携の課題と事例 
(1) 学術からのイノベーション創出 

高等教育の個性化・多様化を促進するための 1991 年（平成３年）大学設置基準改定

（大綱化）により大学のカリキュラム自由度は増したが、リベラルアーツ教育は大幅に

減退した。引き続く大学院重点化施策（1996(平成８）年前後）では、大学院定員の大

幅増加とディシプリン融合型人材への要請に応えるべく、学部・学科をまたぐ新たな専

攻設置が進められ、助手ポストが教授ポストに振替られたことで若手教員ポストが著し

く減少した。2004（平成 16）年の国立大学法人化では、大学の運営主体は学長と大学理

事会に移行し学部・学科間の壁は低くなり、教員人事への公募制や任期制の導入、FD活

動推進など教員の資質向上策が採られたが、国公私立を問わず全ての大学に定期的な認

証・評価の受審が義務づけられ、新たな業務が増大している。「大綱化」から「法人化」

にいたる大学改革の過程では、個性化と多様化を旨とした関係各審議会答申の趣旨に照

らして、その進捗は大学により異なるが、概ね偏重した方向に進んでいる感は否めない。 

国立大学の独立法人化と大学予算の「選択と集中」政策により国内の大学はお互いに

「ランク」を競うことが当たり前になり、大学執行部はランクを上げることに日々頭を

悩ましている。このことが大学間、あるいは研究者間の格差助長に繋がっている。この

状況は「切磋琢磨による個性輝く大学の形成」という当初目標との整合性について疑念

の余地がある[13]。個性は一律の評価軸では評価できないからである。国の力は一部の

エリートによって牽引されることは否定しないが、多くのノーベル賞受賞者の言葉にあ

るように、その人材輩出には候補者(未知の可能性、研究の芽)を育む素地(母集団)の醸

成が基本と思われる。赤﨑勇教授の青色 LED開発、松波弘之教授の SiC開発など、その

萌芽期(基礎的研究時代)には研究者本人も予想しなかったほどの広がりが後になって

顕わになっている。今期 24 期に本分科会が主催したシンポジウム[14]では、榊裕之豊

田工業大学学長が「学際」、「福沢諭吉と慶応義塾」など広い分野で市民を巻き込む取

り組みを紹介した。基礎的研究に携わる大きな母集団から光る者が現れる(量から質へ

の転換)仕組みを作ることこそがイノベーションに繋がる成果を得る道と思われる[7]。 

1980 年代には科学研究費補助金にやや広い研究テーマ設定で異分野の研究者グルー

プにより実施することを主旨とする「総合研究 A」があった(1968～1995 年）。この種

目の特徴は、提案前に総合研究 B(企画調査)という申請準備(ブレーンストーミング)の

ための種目が設けられたことで、まさに「グループ研究による学術の推進」を促すもの

であった。研究会は異分野の研究者との交流の場となり、地方大学の教員のみならず駆

け出しの研究者にも大きな励みを与えた。他方、通産省（現経産省）電総研（現産総研）

が主導する幾つかのプロジェクトでは、複数の企業と複数の大学の研究者が研究組合

(コンソーシアム)を構成し未踏最先端の技術開発に取り組んだ(超 LSI、スーパーコンピ

ューター、超格子素子など）。この取り組みからも多くの知財と人材が育った。この頃

のスタンスは垂直的発展(尖端に期待する)ではなく水平的展開(裾野を広げる・仲間を

増やす)を旨とした研究開発で、これらの取り組みが日本の底力を造り、まさに科学技

術創造立国を形成してきたものと思われる。わが国の基礎的研究環境の劣化を克服し、
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国が目指す「知のプロフェッショナル」を育み[15]、大学の基礎研究からイノベーショ

ンを生み出すためには、重点分野から遠い分野の研究環境を早急に改善する必要がある。

そのためには、上記基盤的研究費の不足を補完すべく、基盤研究(C)や挑戦的研究(萌芽)

などの採択率の大幅な増加や、異分野複数研究者によるグループ研究の実施を促す種目

(新学術領域研究など)の一層の拡充が望まれる。 

次世代のイノベーション人材とそのマインド醸成は近未来に目標を持ち、自由な発想

が出来る大学に委ねられるべきで、新規技術や人材の育成には「良師益友」が必須であ

るが、特に若手研究者には良きアドバイザーと志を共にする仲間の存在が欠かせない。

JST の「さきがけ」では、立場と経歴の異なるアドバイザーを含めたグループ討論が若

手研究者の成長を促している。他方、閉じ込められた研究室で事務的な仕事に追われて

研究時間が減少し、海外等での長期研修もままならない若手教授・准教授・助教が見ら

れるのも事実で[7]、若手教員数比率が激減していることが研究環境の劣化を一層加速

している[10]。大学の若手研究者の育成には、量的拡大、外部との接触機会の拡充とと

もに、適切なアドバイザーと研究支援者(専門的業務に対応できる秘書)の配置が望まし

い。科学研究費の「若手」拡充を含め、若手教員の研究環境整備は喫緊の課題と言える。 

応用物理はじめ理工系分野における研究力は博士課程学生を含む若手研究者を抜き

にしては考えられないが、日本では各大学博士課程の充足率は低迷している。欧米では

博士学位取得者数が増加傾向にあるのに対し日本は減少傾向にある[7]。文部科学省調

査[16]によれば、人口 100 万人当たりの理工系博士課程修了生の数(理工農の学位取得

者に限る)は、日本は 43.9 人(2015 年度)であるのに対して、アメリカ 93.9 人、イギリ

ス 186.0人、ドイツ 173.0人、フランス 111.0人と２～４倍の違いがある。イノベーシ

ョン人材の創出には特に理工系大学院生の量的拡大を図ることが急務と思われるが、現

状はそのようになっていない。欧米に肩を並べるためには博士課程学生を少なくとも倍

増する必要がある。 

欧米では博士学位取得者が政府中枢や民間企業に要職を得て活躍しているのに反し

て、わが国では博士学位取得者の民間企業等への就職は芳しくない[15]。日本は欧米に

比べて博士課程進学のモチベーションが低いことが指摘されてきたが、それは、学生の

志望と企業の期待とのミスマッチに加えて、在学中の経済的問題と就職後の処遇が欧米

に比べて劣悪であることにある。「教育は自前で」という企業側の姿勢と「選ばれた学

生」という消極的な理由で修士学生の就職が有利となって久しく、このことが理工系学

部で大学院(修士課程)進学率の増加に繋がってきた経緯がある。今や博士学生への研究

指導のあり方改善(ミスマッチの解消)と就職支援(キャリアパスの拡大と処遇改善)に

ついて大学と企業双方の意識改革と一層の努力が望まれる。 

さらに、企業に所属しながら博士課程で研究を継続するリカレント学生、産学連携の

一環としての在職博士課程学生など、社会人博士課程学生の受け入れが、より活性化さ

れることが望ましい。一般に日本では在学者年齢が低く幅も狭いことが指摘されて久し

く、年齢層を拡大することは若い学生にも良い刺激を与えると期待される。アカデミア

への就職敬遠については、私学を含めて国立大学法人の教員の労働環境と給与(生涯賃
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金)が世界的にも低水準といわれ魅力に欠けることも一因している。法人化後、各大学

では兼業制度が整い、兼業・兼職による年収増額が可能となっているが理工系学部では

その制度活用は芳しくない。欧米では受け入れられているこの文化の具現化には、日本

で古くから形成されてきたモラルとの葛藤を乗り越え無ければならない。任期付き教員

制度による不安定な地位改善の課題もさることながら年収が増えるロールモデルをア

ピールすることで、その道での活躍を志す学生が増加すると期待される。1974年の田中

角栄内閣による教員人材確保法[17] が、義務教育を担当する教員の給与を大幅に増額

（基本給で 12%、諸手当を含めて 25%程度の増）することにより志の高い人材を確保す

る道を開いたのは良い前例と言えよう。現在、医学部進学者(医師を目指す者)の偏差値

が高い例にも照らして、母集団を増やすにはこれが最も効果的かも知れない。 

 

(2) 海外における産学連携事例 

欧米の大学は個を主体として発展してきたことが背景にあり、古くから個人や特定企

業との関わりは強く、大学と産業界との連携には長い歴史がある。組織的産学連携の前

例としてはアメリカノースカロライナ州に 1959 年という早い時期に形成された

Research Triangle Institute(RTI)がある。ノースカロライナ州立大学、ノースカロラ

イナ大学、デユーク大学の３大学の地理的中心地にリサーチパークが形成され、その中

に独立研究所として設立されたもので[18]、農業（たばこ）から電子・材料産業への転

換をねらう地域興しを図った。この仕組みは現在も継続的に機能・発展し、地域大学か

らの教育水準の高い人材供給を背景に、世界の企業等との共同研究が展開され、多くの

スタートアップと雇用を創出し地域の産業発展に大きな貢献をしている。 

近年のマイクロエレクトロニクス分野では、日本で 1976年～1980年の 4年間 NEC社

屋内に設置された超 LSI共同研究所にライバルというべき国内半導体各社の研究者が一

箇所に集まって新技術開拓に成功した[19]。まさにオープンイノベーションの典型で、

日米半導体戦争のきっかけとなった。この成功例を参考にアメリカでは政府資金を得て

1987 年カリフォルニア州(後にテキサス州に移転)に SEMATECH が設立された[20]。欧州

でも新産業開拓(ベンチャー)を狙う類似の研究所が各地に設立された。ベルギーではル

ーベン大学等との連携で 1984 年 IMEC（Inter-university Microelectronics Center)

が設立され [21]、東西統一なったドイツでは 1987年頃創設された FhG(フラウンホファ

ー研究所)を全国に展開した [22]。そしてフランスにはグルノーブル市に MINATECH[23]

がそれぞれ設立されるなど各国でコンソーシアムを趣旨とする研究所(インキュベーシ

ョンキャンパス)が相次いで形成された。日本で前述の超 LSI 共同研究所の成功を足が

かりにして 1980 年代に電総研が音頭をとって大学教員を巻き込んだ国主導の研究組合

(コンソーシアム)が数多く形成され大きな成果を上げたことが、その後の世界のコンソ

ーシアム発展に大きな影響を与えたのである。 

 

(3) 日本における産学連携と地域の関わり 

日本のコンソーシアムは 1980～1990 年前後の輝かしい成果にもかかわらず、バブル
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経済崩壊後姿を消してしまった。欧米では継続的な発展があるにもかかわらず日本では

衰退してしまった理由として幾つかの点が考えられる。先ず、①欧米の研究所はいずれ

も特定の大学や企業に属さない独立研究所として設立され、自由で中立の立場から大学

における基礎研究と中小・中堅企業における製品開発の橋渡しをする応用研究の展開を

使命としたことである。死の谷とかダーウインの海と言われる部分を守備範囲としたの

である。次に、②その技術分野の要となるべき独自の研究施設・製造設備を持ったこと

である。それにより地域の中小・中堅企業の要求に応える性能を示すデバイスやシステ

ムを提供(可視化)することを可能にした。また、③研究所の複数の指導的研究者(PI)が、

近隣大学の教授を兼任し多くの大学院生を研究所のスタッフとして雇い入れ若手活用

による研究を加速させている。日本の産学共同研究では予算規模が小さい上に大学教員

が主体となるため大学の規則に縛られる上に企業側の主張が弱く(従属的に)なるきら

いがあることと対照的である。さらに、④研究所は諸外国を含め多くの企業・研究機関

との有機的連携(国際的運営組織の形成など)と共同研究を進め研究所運営費を確保す

るとともに、それによって世界のマーケットを把握できる仕組みを確立している。わが

国では、現在各地域に産学連携拠点形成が促されているが、「選択と集中」の趣旨の基

に進められた時限付きで、独立した研究所をもたない「連絡協議会(ネットワーク)」に

とどまっているものが多い[7]。 

新規産業創出にはオープンイノベーションが必要との意見がある。本委員会の 2017

年度報告「知の統合分科会報告」[24]では、応用物理分野の研究形態はディシプリン駆

動型に分類されているが、その人材育成には当該ディシプリンの中で専門性を高めるだ

けで無く、枠を越えた統合（交叉）が必要として、次のように述べている；『知の統合

人材の育成には異なる知と出会う機会が必須である。大学や研究機関等は、社会的問題

を抱える企業や行政等と共同で実問題解決を前提とした研究開発プロジェクトを立ち

上げ推進し、そのプロジェクトに大学院生・ポスドクらを参加させ、知の統合を実体験

させる実践教育を行うことが重要である。」さらに「分野横断知と個別領域知の結合に

よる新たな価値創出を推進する組織が不可欠である。推進組織は、「イノベーション(社

会的・経済的価値の創造)」と「研究(知の創造と科学技術革新)」と「教育(人材育成)」

を三位一体で推進すべき』。 

文部科学省リーディング大学院プログラムでも主張された同趣旨の内容は、上記欧米

の RTI、IMEC、FhGなどですでに実践されていることで、FhGでは研究グループは専門の

異なる複数の研究者から構成されることを基本としているし、この研究遂行には大学院

生やポスドク学生がスタッフとして加わり同時並行的に人材育成が行われている。日本

では筑波研究学園都市が作られ、最近では、文部科学省や経済産業省等による地域活性

化施策があまた提案され実施されているが、いずれも上記欧米の例に照らして、組織

性・持続性・国際公開性などで脆弱感をぬぐえない。複数研究機関の有機的連合による

シナジー効果が顕わに見えないのは、時限的・単発的で少規模な支援にとどまっている

からであろう。 

愛知県の「知の拠点あいち」は放射光実験施設ほか各種研究試験設備を擁する産学官
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連携イノベーションセンターで、2005年に愛知県予算で愛知万国博覧会開催跡地に開設

された[25]。これは、愛知県と名古屋大学が先導し愛知県内の主な企業と大学を巻き込

んで 1994(平成６)年に設立されたコンソーシアム「科学技術交流財団」を母体として作

られたもので、核となる放射光実験施設(あいちシンクロトロン光センター)が大学・

県・企業体の３者が同等にその運営経費を負担することを趣旨として設置されたほか、

愛知県予算により数多くの試験研究設備を擁する全国的にも例の少ない研究所となっ

ている。放射光施設は国の支援を一部受けながらも、専属の職員が新規利用者への指導

を行い、近隣大学と中小・中堅企業の利用を促進している。また、研究・報告会を頻繁

に開催することで新技術の啓発と成果の普及を行っている。また、愛知県予算で実施し

ている独自のプロジェクト「重点研究プロジェクト」では複数の中小・中堅企業と大学

研究者とのコラボによる新製品開発が行われている。テーマは、エネルギー、医療、材

料、情報と様々で、まさしく総合工学・応用物理学の守備範囲である。中小企業からは

開発期間として３年程度の短期が望まれているが、製品化に繋がる成果が多数創出され

当初目標は十分達成されている。大学内に実施現場を持たない工学系大学教員や学生に

は、社会実装における課題に接する貴重な機会となっている。企業の論理「営利」と大

学の使命「学理と学生教育」とには大きな隔たりがあり、短期的には役割分担の調整が

必須であるが、これは専属のコーディネーターが担っている。双方にとって異なる世界

との人的交流や学生へのメンターに大きな力になっている。今後、国内にもこの種の研

究所が多数出来ることを期待したい。但し、産学連携推進による民間からの研究費増額

にもかかわらず、欧米では、大学における研究開発費における政府出資金比率は非常に

高く国の手当が行き届いていることに留意する必要がある。 
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４ 応用物理からの新産業創出に向けて 
(1) 国公私立大学における多様な人材活用と活性化 

第２章(2)節で述べたように、わが国の国公私立大学は多様である。その多くの大学

に理工系の学部、研究科が設置されており、科学・技術を支えるとともに産業界をはじ

めとする多様な分野に人材を輩出している。中でも応用物理分野からは、社会の要請に

応えるテクノロジー人材として活躍することが期待され、いわば社会基盤の中心となっ

ていく人材を輩出されることが期待される。さらには技術だけにとどまらず、社会の進

むべき方向を構築するに足る教育と資質を備えた人材の輩出へと発展していくべきも

のである。 

これを実現するためには、極端な選択と集中をやめて均等配分する割合を増やすこと

で、重点化配分のためにかかる人材リソース、事務コストを削減することが重要である。

均等配分、すなわち運営費交付金を増やすことで、配分のためのコストを削減し、その

分を実際の研究費にまわすことで、研究力の強化につなげられる。一極集中型の資金配

分よりも、多くの大学に資金を分散させる方が、産業の活性化に効果的であることが各

国のデータからも明らかになっている[26] 。また、競争的資金に採択された後の運営

管理についても、極力事務作業を低減することで、その時間と労力を実質的な研究に充

てることで、より実りの多い研究成果が期待できる。例えば科学研究費は、幅広い分野

の研究を大小さまざまな規模で支援している競争的資金であるが、近年研究者の意見を

取り入れた柔軟な改革が行われており、研究環境向上に資するものとなっているのは好

例であろう。 

これまで学術を牽引してきた研究型大学 -即ち、研究資金が重点的に投下されている

大学- からは、今後もより高度で最先端の学術的成果が期待される一方で、それ以外の

大学 –たとえば地方大学・中堅私立大学など- では、多様な人材を確保しているにもか

かわらず、研究資金が不足しており、競争的資金の獲得に多くの労力を注がざるを得な

い状況が存在する。これらの人材は、教育と学内業務に加えて競争的資金獲得のための

書類作成、事務処理にも時間を取られて疲弊し、優秀な人材はむしろ研究に充てる時間

が無くなっているというのが現状である。 

その中には研究力に加え、実務能力も高い人材が多く、今期、科学と社会委員会政府・

産業界連携分科会の提言[27]でも示された未来のビジョンを描けるような人材やビジ

ョン牽引型起業ができる能力を持った人材が潜在的に存在する可能性が高い。かつての

ポストドクター１万人計画には功罪があり、その後のキャリアパス構築の困難さゆえに、

研究という職業を目指すことへの若者のモチベーションを著しく低下させ、今日の博士

課程進学者減少を招き、日本の研究力低下に大きな禍根を残した。その一方、功の面と

しては、地方大学や私立大学においても優秀な人材がポストを持つようになったという

側面がある。これらの人材が研究資金を得て、多様な大学に進学するフレッシュな考え

を持つ若手人材の協力を得ることで、新たなイノベーションを起こすことが期待できる。 

地域社会と結びついた地方大学や、個性的な教育研究を行える人材を有する私立大学

において、これまで以上に博士課程への進学を推進することができれば、研究力のある
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世代が地方大学の多様な若手人材や私立大学の個性的な人材と出会うことで、これまで

にいないタイプの人材を輩出することが期待できる。このような新たな期待に対してリ

ソースとしての資金を注入することが望まれる。産業の芽を育てる、イノベーション人

材を育てるという観点から、個々の額は大きなものである必要はなく、より広く行き渡

らせることが重要である。 

教育研究の場である大学においては、多様な人材との出会いが大きな効果をもたらす。

これらの研究費が有効に活用され、未来の産業を創出するポテンシャルを持つ場となる

ためには、多様な大学において大学教員自身も多様であることは極めて重要である。応

用物理を含む理工系分野の女性教員比率が低い問題は２章(2)で指摘したが、国公私立

大学のすべてにおいて女性教員や外国人教員比率向上などが必要である。 

次に、人材育成に関連して大学院生とポスドクの処遇について述べる。日本政府は、

成長戦略の一つに高等教育の無償化を掲げているが、「学術の振興」とは趣旨が異なり、

大学院生は埒外である。研究に従事している大学院博士課程の学生にまで授業料を課す

のは先進国の中で日本だけで、このことも博士課程への進学率低迷の理由の一つとなっ

ている。第 2次世界大戦後の高度成長期時代に形成された日本独特の事情で、高等教育

（高等学校と大学）は受益者負担という文化が定着した。しかし、教育への投資は社会

資本への投資という西欧の文化に習うとともに、大学院生が日本の将来を担う研究者と

して「労働」している現状に鑑み、イノベーション人材としての望みを託すのなら、そ

の対価を支払うのがあるべき姿である。事実、文部科学省の統計資料[10]でも大学院博

士課程学生は研究者の中にカウントされている。博士課程学生に給与を支払う仕組みは、

日本学術振興会の特別研究員(PD)制度(毎月 20 万円)、各競争的資金や民間団体による

RA制度・奨学金制度など徐々に拡張してはきたが、授業料を差し引くと実支給額は欧米

に劣り、採用人数も上記修了生数に比してほんの一握りである。分野横断をも狙って実

施されたリーディング大学院プログラムは目標が達成されたと総括されているが、その

成果普及は各大学に委ねられ、国予算終了とともに継続が困難となっている。2012年に

設立された OIST(沖縄科学技術大学院大学)や 2017 年からの文部科学省卓越大学院制度

は給付型奨学金付きの 5年一環教育を標榜しているが学生数が少なく欧米から見ると貧

弱というほか無い。欧米の例に習って、国予算による授業料免除を行うとともに、優れ

た学生には産学官共同研究費等の中から給与支給が出来る制度の拡充と普及が望まし

い。適正な評価システムを伴った給与支給により、本人のみならず企業側の参画意識の

改革も促され、より現実的な研究成果と人材育成が叶うと確信している。 

 

(2) 産学連携における人材交流のあり方 

はじめに、多様な人材交流を支援するプラットフォームの構築について述べる。オー

プンイノベーションを推進するための産学間の人材流動性の重要性が指摘されて以来、

クロスアポイントメントの奨励を含む国の様々な施策が展開され、一定の効果を上げつ

つあるが、依然として、大学から産業界への人材流動（大学発ベンチャーを含む）や人

材交流が不足している[28,29]。大学の多様な知の営みを活用した産学連携を強化する
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ためには、単発の施策の組み合わせにとどまらず、大学や企業の規模、地域性、人材の

年齢や交流の目的や期間などの多様性に対応しつつ、継続的に人材交流を支援する産学

官連携のプラットフォームの構築が必要である。そこでは、例えば、大学教員の企業に

おけるサバティカルが奨励され、あるいは、イノベーション実現に向けて企業が必要と

する専門スキル・人材と大学側が提供できる専門スキル・人材のマッチングが可能とな

る。大学教員自身も常に成長し続けていくことはその後の研究・教育活動のために重要

で、このような実践的な再教育の場は不可欠であると言える。これを実現するためには、

競争的資金対応や任期制が足かせとなっている環境を改善していくことも重要である。 

人材の年齢について言えば、博士課程学生を含む若手人材については、国・大学レベ

ルで多くの産学交流の機会の促進がなされているところであるが、中堅・シニア層の人

材流動や交流は十分とは言えない。この点は、人材交流がより盛んな欧州でも課題とし

て指摘されている[30]ところであり、学生がインターンや共同研究で企業において活動

する機会の頻度に比して、大学教員やスタッフの流動性は低い。また、企業と共同研究

をする大学人材は、年齢が高くなるほど減少し、一方で一回共同研究の経験を積むと、

複数の共同研究に取り組む（リピーターとなる）傾向にある。高度な専門能力を持つ大

学の研究者や教員が、企業との交流の経験を積み、視野を広げる機会を持つことの重要

性を示唆している。 

以上の状況を踏まえると、産学間の人材交流、特に「学」から「産」への人材流動性

の向上を図るには、広範な年齢層を対象に、期間の長さ、雇用関係の有無など種々の選

択に対応でき、それぞれのキャリアパス形成に有効な形での産学間の交流を支援できる

プラットフォームの構築が必要である。具体的には、従来の共同研究型の交流に加え、

大学研究者の企業におけるサバティカル制度、嘱託雇用（常勤・非常勤）、クロスアポ

イントメントなど多様な人材交流の仕組みを提供するものである。これらのシステムを

実現するためには、企業側においては、人事制度の柔軟性をより一層高める必要があり、

製品開発に必要な技術や知見を迅速に獲得するという短期的視点のみならず、将来のイ

ノベーションにつながる大学人材や基礎研究への投資という長期的視点を持つことが

重要となる。大学側においては、このような人材交流を、教員のリフレッシュ・育成研

修の機会として積極的に奨励するとともに、評価制度における多様な評価軸（教育、研

究、企業交流・共同研究など）の一つとして、大学人材の多様化の推進につなげていく

必要がある。学会が賛助企業や関連の深い企業と大学教員をつなぐ橋渡し役として機能

することも望ましい。 

次に、国際競争力向上のための情報発信とグローバルな人材交流の強化について述べ

る。上で述べた産学間の人材交流が、国内企業と国内大学の間に閉じたものであれば、

自ずと将来的に創出されるイノベーションの国際競争力には限界がある。よって、国外

の大学や企業をも巻き込んだ人材交流プラットフォームの形成が望ましい。この場合、

海外の地域産業と国内大学の交流、海外大学と国内地域産業との交流、国内大学と海外

大学の共同研究をベースとした海外企業との交流など多様な機会の促進が奨励される

べきである。 
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海外の大学や企業、特にグローバルな競争力を有する組織は、日本に対する技術の売

り込みや共同研究のパートナー探しを目的に、官の支援を受けた日本におけるワークシ

ョップの開催など日本に対する情報発信を積極的に行っている。日本においても「組織」

対「組織」の産学連携の重要性が認知され、国内大学と海外企業の連携も増えつつある。

例えば、このような枠組みの中で大学教員が海外企業で客員研究員やサバティカルの経

験を積む、博士課程学生が早い段階から国際経験を積むなど人材交流の促進が期待でき

るが、日本全体としての国際的な情報発信力の強化が急務である。産官学が一体となり、

産学連携の推進の視点から、国内の大学や企業の情報発信を世界に向けて行い、グロー

バルな関係構築と人材交流の機会促進を図っていくことが重要である。 

 

(3) 民間資金を活用したイノベーションエコシステムの構築 

国際的な競争力を持つ産業を創出しイノベーションで発展させていくためには、「知

識の集約」と「人材交流」が鍵となる。先端技術を基盤とし様々な産業との交流を深め

る中で、新規産業の創出には地域を主体とし地域の大学や研究機関を核とした中小企業

の連合体との連携が望ましい。 

20世紀後半以降の米国シリコンバレー地域における産業の目覚ましい発展は、技術を

基盤とした産業拠点の例として、現在においても依然目標とすべき高みでありグローバ

ルな影響力も際立っている。また中国深圳市では、1980年代の改革路線による経済特区

政策から地域内の大学や研究機関への研究インセンティブ増強など様々な施策が効果

的に働き、近年のハードウエアの一大拠点の実現を可能にした。これらの先行地域は、

経済やテクノロジーの核となることで特に起業を目指す若者が集まり、さらに巨大なエ

コシステムへ進化し発展してきたことが知られている。 

わが国においても、先端産業の発展のためには民間資金の新たな注入が必要であり、

ベンチャー企業による資金調達は、研究資金のエコシステムの代表例として大いに注目

されている。例えば、ベンチャーが自律的に次々と生まれるベンチャー・エコシステム

構築を一つの目標とし、その実現に向けた政策の方向性や民間等との連携のあり方など

を含めた施策は、「ベンチャー・チャレンジ 2020」（平成 28 年 4 月日本経済再生本部

決定）として内閣官房日本経済再生総合事務局により取りまとめられた[31] (図１) 。 
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図１ 「ベンチャー・チャレンジ 2020」の概要 

（出典）[31] 総合科学技術・イノベーション会議政策討議 内閣府 日本経済再生総合事務局、  
資料、「ベンチャー・エコシステムの構築に向けて」より引用  

 

また、新産業創出に向けて大学や研究機関と産業界や地域との連携を基盤とする取り

組みとしては、平成 23 年度より文部科学省の関係省庁と連携した地域イノベーション

の創出に向けた構想に対する「地域イノベーション戦略地域」の選定や、「地域イノベ

ーション戦略支援プログラム」の推進がある[32]。このプログラムの一例として、首都

圏西部地域の広域連携において実施された地域イノベーション戦略プログラム（首都圏

西部スマート QOL(Quality of Life)技術開発地域構想）には、多くの国立大学（埼玉大

学、東京農工大学、電気通信大学）、公立大学（首都大学東京（現、東京都立大学））、

私立大学（芝浦工業大学、東洋大学(川越キャンパス)、青山学院大学（淵野辺キャンパ

ス））が参加した。一般社団法人首都圏産業活性化協会（TAMA協会）がコーディネータ

ーの役を担い大学のシーズと中小企業の適切なマッチングを行ったことにより、技術移

転を経て多数の製品化が実現し成功につながったことが報告されている。地域を拠点に

多くの大学の知識が集約され、地域産業へ貢献できた好例である (図２)。この背景に

は、わが国には大企業だけでなく特に研究開発マインドを持った多数の中小企業の存在

があり、それが強みとなったことが指摘されている。先端の研究技術を地域の特性に応

じて生かす環境を実現できた好例である。 

創造的あるいは革新的技術の展開には、新規な取り組みを求める様々な産業とのフレ

キシブルな交流が重要になると考える。関連産業だけでなく異種産業との関わりには新

しい発想やイノベーションのきっかけをもたらすことへの期待がある。最近では、例え

ば神戸大工学部では、工学イノベーション人材育成と産学連携の加速を目的として卓越

研究・人材育成プログラム「インダストリアルマスター・ドクターコース（IMD）プロ

グラム」を 2019 年度に創設した。産業界のテーマに適宜柔軟に対応し、コンソーシア
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ムに参画した企業とのインターンシップやリカレント教育などを経て地域が一体とな

った関わりを目指し、人材においてもフレキシブルな育成や交流を試みている[33]。こ

のように関連産業や異種産業との交流を深める中で、地域拠点に起業を望む人材が集ま

り、ベンチャーが自律的に次々と生まれていくような展開につながることを強く期待す

る。 

 

 

図 2 首都圏西部スマート QOL(Quality of Life)技術開発地域構想 

（出典）首都圏西部スマート QOL（Quality of Life）技術開発地域 ホームページ 

https://sqipp.jimdofree.com/ より引用 

 

国際競争力を有しイノベーションで発展を遂げるには、各地域において経済力と技術

力を増強させる必要があり、人材活躍の場を広げ起業やその進展につなげる環境整備が

重要となる。新たな産学連携として民間資金の注入には、研究資金のエコシステムとな

るベンチャー企業による資金調達や、地域の中小企業の共同体との連携による資金調達

などが有望である。先端技術を基盤とする知識の集約と新規な取り組みを求める様々な

産業との交流を円滑に進めるためには、上述のように地域を主体とし大学や研究機関を

核とする連携が望ましい。カウンターパートとして大企業だけでなく研究開発マインド

を持った中小企業に多くの参画を望み、新たな産業の創出を図るべく各地域に適したシ

ステムの実現を期待する。ここで、それぞれの地域における「知識の集約」と「人的交

流」を図り産業を創出し国際競争力を持たせるために、地域の中小企業の連合体と大学

や研究機関が連携してイノベーションエコシステムを作ることを提案する。 
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５ 提言 

前章までの議論を受けて、わが国の研究力の低下に歯止めをかけ、新産業の創出を促す

ための研究環境改善と社会基盤の強化を実現し、この取り組みを未来の産業創出に繋げる

ために、以下を提言する。 

 

提言１ 本来生まれるべき成果を創出するために評価にかかる時間的コストを低減す

べきである。 

公的資金の配分においては、極端な選択と集中をやめて均等配分の割合を増やすこと

が重要である。これにより重点化配分のためにかかる事務コストを削減することができ

る。すなわち運営側事務コストのみならず、競争的資金獲得のための研究者の応募資料

作成などの稼働を減らし、実質的な研究に充てることができ、さらなる研究成果が期待

できる。また、案件選考にかかる査読・評価など審査側の稼働を極力減らすことで、そ

の稼働にかかる人件費と研究能力の高い人材が評価にかけていた時間を研究開発に向

けることができる。均等配分部分、すなわち運営費交付金などの基盤的研究経費を増や

すことで、配分のためのコストを削減し、その分を実際の研究費にまわすことで、研究

力の強化につなげられる。 

重点化配分のための競争的資金の運営管理についても、極力簡略化することが有効で

ある。すなわち採択後の中間・最終・事後など複数のタイミングで行われる報告を例え

ば最終報告などの１回に絞れば評価のために費やす報告書作成稼働、事務処理稼働、調

整稼働などを減らし、その時間と労力を実質的な研究に充てることができる。国がこれ

らの施策を行うことで、より実りの多い研究成果が期待できる。 

 

提言２ 新産業創出に向けて多様な研究人材の支援が必要である。 

既存の枠組みにとらわれず、学術の分野から新たな産業を創出するためには、これま

で必ずしも研究資金が潤沢でなかった大学に、国と企業が協同して研究資金を注入する

べきである。研究者として高度な教育を受けた人材は、科学技術に立脚したベンチャー

を起業し、ひいては新たな産業を創出できる可能性をもつ人材である。そのためにも、

地域社会と結びついた地方大学や、個性的な教育研究を行える人材を有する私立大学に

おいて、多様な研究人材を支援することで大学発ベンチャーが推進されることが期待さ

れる。産業の芽を育てる、イノベーション人材を育てるという観点から、個々の額は大

きなものである必要はなく、より広く行き渡らせる施策が重要である。 

これら研究費が有効に活用されるためには、多様な大学において大学教員自身も多様

性が担保されていることが重要である。このため、応用物理を含む理工系分野の女性教

員や外国人教員比率向上などが必要である。さらに人材を育成、輩出し続けていくため

には、減少を続ける博士課程学生に対する欧米並みの生計維持可能な経済的支援は急務

であり、大学からの企業に対する働きかけとともに、国からの積極的支援が必要である。 

 

提言３ 産学連携における人材交流を促進し、地域との連携によるイノベーションエコ
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システムを構築することが重要である。 

国際競争力を有しイノベーションで発展を遂げるには、各地域において経済力と技術

力を増強させる必要があり、人材活躍の場を広げ起業やその進展につなげる環境整備が

重要となる。先端技術を基盤とする知識の集約と新規な取り組みを求める様々な産業と

の交流を円滑に進めるためには、地域を主体とし大学や研究機関を核とする連携が望ま

しい。大学教員も新たな環境に触れることで再教育の場を得るべきである。大学の多様

な知の営みを活用した産学連携を強化するためには、単発の施策の組み合わせにとどま

らず、大学や企業の規模、地域性、人材の年齢や交流の目的や期間などの多様性に対応

しつつ、継続的に人材交流を支援するプラットフォームの構築が必要である。 

カウンターパートとして大企業だけでなく研究開発マインドを持った中小企業に多

くの参画を望み、新たな産業の創出を図るべく各地域に適したシステムの実現を期待す

る。ここで、それぞれの地域における「知識の集約」と「人的交流」を図り産業を創出

し国際競争力を持たせるために国と自治体が協同して、地域の中小企業の連合体と大学

や研究機関の連携によるイノベーションエコシステム構築のための施策を推進するこ

とが重要である。 
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６ むすび 

本提言は、第24期の未来社会と応用物理分科会から発出したものである。本分科会は、

その名の通り、応用物理分野の視点から未来社会を見据えた学術的貢献を目指すものであ

り、第20期より活動を続けている。本文でも述べたように応用物理という分野は、基礎的

な学問である物理学を応用して社会に役立てるよう研究開発することで、その成果を産業

に結びつけるものであり、技術や産業の発展に貢献する。したがって近年の「失われた20

年」とも言われる日本の科学技術や産業の凋落、停滞に対して、学術の分野から応用物理

の視点で何らかの解決の糸口を探りたいと考えて前期から議論を重ねてきた。そして、日

本の停滞を打破し、科学と産業を復興させるために、あるいは10年後、20年後のより良い

未来社会のために、今、すべきことをここに提言としてまとめた。 

すなわち、科学と産業の凋落にブレーキをかけ、科学技術の発展により明るい未来を作

るためには、長期的な視野に基づく研究環境の改善と社会基盤の強化が必要である。その

実現のために、まず国家的な科学技術政策として、行き過ぎた選択と集中を見直し、評価

にかかる時間的コスト、人的コストを削減することで研究者が本来の教育・研究にかける

時間を増やし、その結果として生まれるべき成果を享受すべきである。またこれまであま

り日の当たらなかった地方の大学や私立大学などに埋もれた多様な人材を積極的に支援す

ることで、今までにない新たな可能性を引き出し、新たな産業の創出を期待する。さらに

その新産業創出を一過性のもので終わらせず、次々にイノベーションを起こすことができ

るようなシステムを構築することが重要であり、そのためには、大企業だけでなく、中小

企業も含めた多様な形の産学連携に加えて、地域との連携を図ることでこれまでとは異な

る産業の形を創り上げるべきである。 

選択と集中のための評価にかけるコストを減らすことで、研究者が研究にかける時間を

取り戻し、新たなサイエンスが生まれる。また、多様な研究人材を支援することで新たな

産業を創出し、それを多様な形の連携によってイノベーションエコスステムに発展させる。

このような形で日本の科学と産業の復興を実現すべきであると考える。 
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＜用語の説明＞ 

 

※STEM：STEM は Science, Technology, Engineering and Mathematics すなわち科学・技

術・工学・数学の教育分野を総称する語であるが、これらの知識を元に独自の創造性、実

社会の課題解決力を身に着けることを目指した教育を指す。最近は、デザイン力の重要性

が考慮され、Artを加えた STEAMがよく使われている。 
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役員の選出、今後の進め方について 
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提言企画ワーキンググループ(WG)の設置を承認 

   ９月９日  提言企画 WG（第１回） 

活動方針について 

   11月７日 未来社会と応用物理分科会（第３回） 

提言の構成について 

平成 31年 

   ３月 12日 提言企画 WG（第２回） 

提言の内容について 

令和元年 

   ８月７日  提言企画 WG（第３回） 

提言の骨子と分担案について 

   ８月 22日 未来社会と応用物理分科会（第４回） 

提言の骨子案について 

令和２年 

   １月 30日～２月 10日 

        未来社会と応用物理分科会（第５回）メール審議 

        提言（案）「日本の停滞を打破し新産業創出を促す社会基盤と研究強化～ 

         応用物理からの提言～」承認 

   ○月○日 日本学術会議幹事会（第○回） 

提言「○○○○○○○○○○○○○○○」について承認 
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＜参考資料２＞シンポジウム開催 
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                              別紙様式２ 

提言等の提出チェックシート 

 
このチェックシートは、日本学術会議において意思の表出（提言・報告・回答、以下「提言等」とい

う）の査読を円滑に行い、提言等（案）の作成者、査読者、事務局等の労力を最終的に軽減するための

ものです 1。 
提言等（案）の作成者は提出の際に以下の項目を１～11 をチェックし、さらに英文タイトル（必須）、

英文アブストラクト（任意）、SDGs との関連の有無（任意）を記載し、提言等（案）に添えて査読時に

提出してください。 
 

記入者（委員会等名・氏名）：総合工学委員会未来社会と応用物理分科会・松尾由賀利 
 
和文タイトル 日本の停滞を打破し新産業創出を促す社会基盤と研究強化～応用物理からの提言～  
 
英文タイトル（ネイティヴ・チェックを受けてください） 

 Enhancing social and research environments to facilitate breakthroughs in Japan’s stagnation 

and the creation of new industries –Recommendations from Applied Physics-                  
 

 項目 チェック 
1.表題 表題と内容は一致している。 1. はい 

2. いいえ 
2.論理展開 1 どのような現状があり、何が問題であるかが十分に記述され

ている。 
1. はい 
2. いいえ 

3.論理展開 2 特に提言については、政策等への実現に向けて、具体的な行

政等の担当部局を想定していますか（例：文部科学省研究振

興局等）。 

1.部局名： 
文部科学省科学

技術・学術政策

局、研究振興局、

地方自治体等 
2. いいえ 

4.読みやすさ 1 本文は 20 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38 行）以内

である。※図表を含む 
1. はい 
2. いいえ 

5.読みやすさ 2 専門家でなくとも、十分理解できる内容であり、文章として

よく練られている。 
1. はい 
2. いいえ 

6.要旨 要旨は、要旨のみでも独立した文章として読めるものであり

2 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38 行）以内である。 
1. はい 
2. いいえ 

7.エビデンス 記述・主張を裏付けるデータ、出典、参考文献をすべて掲載

した。 
1. はい 
2. いいえ 

1 参考： 日本学術会議会長メッセージ、「提言等の円滑な審議のために」(2014 年 5 月 30 日)。
http://www.scj.go.jp/ja/head/pdf/1 
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8.適切な引用 いわゆる「コピペ」（出典を示さないで引用を行うこと）や、

内容をゆがめた引用等は行わず、適切な引用を行った。 
1. はい 
2. いいえ 

9.既出の提言等と

の関係 

日本学術会議の既出の関連提言等を踏まえ、議論を展開して

いる。 
1. はい 
2. いいえ 

10.利益誘導 利益誘導と誤解されることのない内容である。 1. はい 
2. いいえ 

11.委員会等の趣旨

整合 

委員会・分科会の設置趣旨と整合している。 
 

1. はい 
2. いいえ 

※９で「はい」を記入した場合、その提言等のタイトルと発出委員会・年月日、既出の提言等との関係、

相違点等について概要をお書きください 
23-24 期に発出された以下の 4 件の提言を踏まえて、議論を展開しており、参考文献として引用して

います。学術研究の現状分析、将来のあり方について方向性を同じくするものであると考え、本提言

案の議論を補強するにあたり適切な引用を心掛けました。 
[1] 日本学術会議 総合工学委員会、提言、「社会的課題に立ち向かう『総合工学』の強化推進」、2017

年 9 月 6 日 
  当該提言において、応用物理は親委員会である「総合工学」の中で、「基盤ディシプリン拡散型」

の中心的な学術分野として位置づけられています。 
[3] 日本学術会議 科学者委員会 学術体制分科会、提言、「第６期科学技術基本計画に向けての提言」、

2019 年 10 月 31 日 
  当該提言は、より広い科学技術分野全体の現状への危機感の表明と解決のための提言が行われ

ています。ここで述べられている「学術の裾野を形成する研究者の活動が弱体化している」とい

う危機感をまさに共有しながら、本提言案では応用物理の視点から未来社会に向けて今なすべき

ことを提案しています。 
[26] 日本学術会議 物理学委員会 物性物理学・一般物理学分科会、提言、「物性物理学・一般物理学

分野における学術研究の発展のために」、2017 年 9 月 8 日 
  当該提言は、学問的に応用物理との重なりが大きい分野の分科会から発出されています。「主要

国の GDP 当たり論文数と企業における新規プロダクト・イノベーション実現割合が相関する」、

「政府供給研究資金における高等教育機関の比率と GDP あたり論文数が相関する」という興味

深いデータが示されており、研究の多様性の確保の重要性が述べられている点で、本提言案と共

通性があります。 
[27] 日本学術会議 科学と社会委員会 政府・産業界連携分科会、提言、「産学共創の視点から見た大

学のあり方―2025 年までに達成する知識集約型社会―」、2018 年 11 月 28 日 
  当該提言は、大学と産業界が対等に議論を積み重ねて発出されています。その中で提言されてい

る「ビジョン牽引型ビジネスへの投資と連動した産学連携の推進」を実践する場として、応用物

理は最も適した分野の一つであると考え、本提言案ではこのような可能性を持つ人材への投資を

提言しています。 
※チェック欄で「いいえ」を選択した場合、その理由があればお書きください 
 

 
 
◎ SDGs（持続可能な開発目標）との関連（任意） 

以下の 17 の目標のうち、提出する提言等（案）が関連するものに〇をつけてください（複数可）。提
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言等公表後、学術会議 HP 上「SDGs と学術会議」コーナーで紹介します。 
 

1. （ ）貧困をなくそう 
2. （ ）飢餓をゼロに 
3. （ ）すべての人に保健と福祉を 
4. （〇）質の高い教育をみんなに 
5. （〇）ジェンダー平等を実現しよう 
6. （ ）安全な水とトイレを世界中に 
7. （ ）エネルギーをみんなに、そしてクリーンに 
8. （ ）働きがいも経済成長も 
9. （〇）産業と技術革新の基盤をつくろう 
10. （ ）人や国の不平等をなくそう 
11. （ ）住み続けられるまちづくりを 
12. （ ）つくる責任つかう責任 
13. （ ）気候変動に具体的な対策を 
14. （ ）海の豊かさを守ろう 
15. （ ）陸の豊かさも守ろう 
16. （ ）平和と公正をすべての人に 
17. （ ）パートナーシップで目標を達成しよう 

 
※「持続可能な開発目標（SDGs）」とは 

2015 年 9 月に国連総会が決議した「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」が掲げた目標。 
詳細は国連広報センターHP をご覧ください。 

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/ 
 
 
 

提言等公表時のＳＤＧｓ説明 

 
この説明は、日本学術会議の意思の表出（提言・報告・回答、以下「提言等」という）を日本学術会

議ホームページの SDGs コーナーで紹介し、多くの関係者の閲読を促進するためのものです。 
提言提出時のチェックシートにおいて SDGs との関連に記述した場合は、日本語紹介文と英文アブス

トラクトを記載し、提出してください。 
 

記入者（委員会等名・氏名）：総合工学委員会未来社会と応用物理分科会・松尾由賀利 
 
和文タイトル  日本の停滞を打破し新産業創出を促す社会基盤と研究強化～応用物理からの提言～  
 
◎ SDGs（持続可能な開発目標）との関連 
チェックシートで選択した項目に〇をつけてください。 
1.（ ）貧困 2.（ ）飢餓 3.（ ）健康 4.（〇）教育 5.（〇）ジェンダー平等 
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6.（ ）安全な水  7.（ ）エネルギー 8.（ ）経済成長  9.（〇）産業と技術革新 
10.（ ）不平等  11.（ ）まちづくり 12.（ ）つくるつかう責任 13.（ ）気候変動 
14.（ ）海の豊かさ 15.（ ）陸の豊かさ 16.（ ）平和と公正 17.（ ）ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 
 
◎ 和文紹介文 200 字以内 
 応用物理は、産業と学術、理学と工学など、様々な面で結節点に位置し、基礎物理を新産業に繋げる

役割を担います。しかし近年、日本では科学技術や産業の停滞あるいは低下傾向が強く懸念されていま

す。本提言では、本来生まれるべき成果を創出するため評価にかかる時間的コストの低減、新産業創出

に向けた多様な研究人材支援、産学連携における人材交流の促進、地域との連携によるイノベーション

エコシステムの重要性を提言します。 
 
◎ 英文アブストラクト 150 words 以内 
  Applied physics is an academic field that stands at various intersections, such as the intersections 
between industry and academia, science and engineering. In particular, the field plays an important 
role as a bridge between the fruits of fundamental physics and new industries. Recently in Japan, 
however, there are growing concerns about stagnation or degradation of both science/technology and 
industry. In this recommendation, we emphasize the importance of the following; reducing the time 
cost of evaluations in order to save the time that should have been used to produce research outcomes, 
supporting a greater diversity of research personnel for the creation of new industries, accelerating 
personal interchanges between industry and academia, developing innovation eco-systems among 
regional networks of industries and universities. 
 
 
◎ キャッチフレーズ 20 字以内 

多様な研究人材支援から新産業を創出しよう 
 
◎ キーワード ５つ程度 

応用物理、評価の時間的コスト、新産業創出、多様な研究人材支援、イノベーションエコシステム 
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